平成23年度（第４回）境港市国民健康保険運営協議会議事録

　　
日　時　　平成24年2月29日（木）
場　所　　境港市保健相談センター研修室
出席者　　委　員　　松本　憲昭、永見　庸子、足立　則文、小徳　賢司、松本　雅人、柏木香寿子
川本　英樹、足立　利昭、山本多惠美、渡辺はるみ、松野　充孝、土居　稔典
平山　正実

欠席者　　委　員　　小林　哲、
事務局　　市民生活部長　佐々木史郎、　　市民課長　阿部　英治
市民課主査　　佐々木真美子、　市民課　　松田　陽子
子育て健康推進課補佐　高橋　宏
傍聴者　　無し
（１）開　会　　午後１時30分
（２）会長あいさつ

　　　　　　国保税の改定について委員の総意で答申を行った。　　　　　　

　　　　　　本日の議題である24年度予算案は、明日からの３月定例市議会に提案されるが、市も逼迫する財政状況の中、一般会計からたくさんの繰入をいただいている。

　　　　　　よろしくご審議いただきたい。

（３）市長あいさつ

　　　　　　保険税の改定案について答申をいただいた。３月議会に平成24年度の予算案と条例の改正案を上程したところ。一般会計から財政安定化支援事業分としての繰入れを行った。
　　　　　今後も国民健康保険制度の持続的な運営に向け、国庫負担の拡充など実効ある支援措置を引き続き求めていく。本日の会議では、「23年度決算見込み」や「平成24年度予算案」などの審議をお願いする。

（４）委員出席状況報告

（阿部）　　本日は、国保保険医代表の小林委員から、欠席する旨の報告があった。

委員総数１４人中１３人の出席なので、協議会規程第５条第２項の規程により本会議は成立していることをご報告する。

　　以降の会議の進行については、運営協議会規程により会長に議事の進行をお願いする。
（５）議事録署名委員の選任

（会長）　　議事録署名委員は、私の方から、選任させていただく。
松本憲昭委員と永見庸子委員にお願する。

（６）報告事項

（会長）　　では、日程６の報告事項、固定資産税の課税誤りに係る国民健康保険税の還付等について、報告をお願いする。

（阿部）　　固定資産税の軽減措置適用漏れにより、固定資産税の課税誤りが152件発見された。地方税法では還付は５年と定められているが、誤りは正すべきという市長の強い思いから、20年間遡って還付することとなった。

　　　　　　国民健康保険税にも資産割が課税されているため、固定資産税の更正に併せ、20年間遡って還付を行う。対象者は149人、還付額は8,408,000円。

　　　　　　次に、基幹業務システムへの移行に際し、所得の更正が正しく反映されていないなどの課税誤りが発見された。対象は21人で、還付額は464,000円。

　　　　　　今後の対応として、業務はシステムで対応できる部分が多くなったが、人によるチェックを強化して行きたい。

（会長）　　次に、保険証のカード化について説明をお願いする。

（事務局）　来年度から一人１枚のカードとなるが、ご覧のとおり、プラスチックではなく、紙のカードであり、分かりにくいことから、郵送ではなく公民館に出向いての交換を続けることとした。

裏には臓器提供意思表示をできるようになっている。被保険者の利便性は増すのではないかと思っている。

（会長）　　何か質問はないか。

（委員）　　カードの裏に署名欄があるが、何か書かなければならないのか？
表の保険証とは関係があるのか。

（事務局）　臓器移植を進めたいということで、免許証の裏などにもこういった様式を執るようになっている。表の保険証とは関係はない。

（会長）　　還付については、３月議会で補正予算が成立すれば、お返ししていくということか。

（阿部）　　そういうこと。

（委員）　　固定資産税の更正と所得の更正で、還付とは反対に、追徴することになる人はいなかったのか。

（阿部）　　そういう方もおられたが、こちらの誤りを遡って追徴することはいかがなものかということで、減免の手続をとっていただき、遡ってまでは徴収しないということとした。

（委員）　　所得更正等による誤りについて、電算化が進んでも、どうしても手作業による部分があると思う。今後の対応の中に「人によるチェック体制を強化し」とあるが、具体的にはどういうふうにチェック体制を強化していくのか。

（阿部）　　基本的にはシステムによるが、特殊な例については手作業となる。
これまで、担当者のみで行っていたが、今後は二人体制で行うこととしている。
（委員）　　徴収漏れについては市の誤りなので徴収しないようにするということだったが、これについては、議会に諮って決めるのか。法的に問題はないのか。

（阿部）　　これは、減免規程があるので、減免申請を提出していただく。

（委員）　　その額はいくらぐらいだったのか。

（事務局）　本来ならいただかなければならなかった額は30～40万円程度。

（７）協議事項

（会長）　　次に協議事項１．平成23年度国民健康保険費特別会計決算見込について説明を求める。
（阿部）　　平成23年度国民健康保険費特別会計決算見込について、
歳入のうち保険税は、22年度にくらべ被保険者が76人ほど増えたこと、一般現年分が対前年度同期比0.56ポイント増（現年分）となるなどにより、12,103千円増の692,316千円を見込んでいる。

国庫支出金については、療養給付費分が84,661千円減っている。

これについては、歳出の療養給付費は伸びているが、控除される「歳入」の「25前期高齢者交付金」が伸びているため減となっている。
特別調整交付金については、県から配分される枠に入ることができたことなどで申請の段階ではあるが、29,345千円を見込んでいる。
前期高齢者交付金については、前期高齢者の全被保険者に占める割合に応じて、保険者間の財源調整により受ける交付金で229,070千円増の1,057,437千円を見込んでいる。
共同事業交付金は実績減により、7,300万円の減額となっている。

繰入金については、財政安定化支援事業分57,898千円などを見込んでいる。
　　　　　　基金繰入金は、106,239千円を見込んでいるが、基金はこれで無くなる見込み。
繰越金は、7千万円ほどあるが、52,745千円を見込んでいる。これは調整交付金など未確定な部分があるので、これに当てることとして見込んでいる。
歳出について、総務費は18,428千円で、800万円余りの減となっているが、これは昨年度国保総合システムの負担金6,000千円余りが計上してあったため。
保険給付費は増加を続けており、計2,878,646千円を見込んでいる。
社会保険診療報酬支払基金への拠出金のうち、後期高齢者支援金は、後期期高齢者の医療費を支援するものだが、33,187千円のびている。介護給付費納付金分も6,930千円伸びている。
共同事業拠出金は全体として6,800千円ほどの減となっている。

特定健診等について、受診率はそれほど伸びず、20.2％となっている。

その他の支出としては、先程説明した固定資産税の課税誤りに係る還付金等9,000千円をここで、見込んでいる。
　23年度の歳出決算見込額は、4,003,399千円、22年度と比べ93,499千円、2.4％の増額見込み。

　収支差引マイナス1,535千円を見込んでいる。これには繰越金の残を充て、それでも不足する場合には繰り上げ充用を行うこととなる。

（会長）　　療養給付費は何月までの分なのか。３カ月遅れということか。

（事務局）　２月診療分までを４月に支払うが、ここまでが23年度の決算額となる。

（会長）　　いずれにしてもこの決算見込みはまだ変動するとうこと。
　　　　　　特別調整交付金が見込まれるということで、少し安心している。

（委員）　　「歳出」の「25の前期高齢者交付金」が229,070千円増えている理由は何か。
（事務局）　22年度の決算については、平成20年度に前期高齢者交付金を国が過大に概算交付したものを翌々年度の22年度に精算し、20,021千円を差引いて828,367千円の交付となった。

　　　　　　平成23年度決算見込については、平成21年度には大きな見込み違いはなかったこと、若干ではあるが前期高齢者が増えてきていることなどで、1,057,437千円の交付となった。
（会長）　　他になければ、この１．平成23年度境港市国民健康保険費特別会計決算見込みについてご了承いただけるか。

（全員）　　～同意～
（会長）　　決算については、最終的なものについて、秋の協議会で報告があるとおもうので、よろしくお願いしたい。

　　　　　　次に２．平成24年度境港市国民健康保険費特別会計予算（案）について説明をお願いする。

（事務局）　23年度予算概要について、

　　　　　　 国民健康保険税の改定については、一人当たりの調定額10.2％増を見込んだ。

　　　　　　 保険税の限度額についての変更はなし。

　　　　　　 70～74歳の一部負担割合1割（一定以上所得者は3割）を2割に変更することが平成24年3月まで凍結されていたが、さらに1年間凍結が延長された。
　　　　　　   これまで入院についてのみ適用されていた限度額認定証等が外来診療について適用されることになった。
　　　　 一般会計からの税額改定の幅を抑制することとして財政安定化支援事業分と赤字解消分の繰入を予算計上した。

　　　　　　 国は、県単位での国保財政の運営を進めているが、県による市町村間の財政のばらつきを調整する機能を強化するため、財政調整交付金など国・県の負担割合を見直す国保法の改正案を現在国会に提出しており、県支出金については７％から９％の２％増、国庫負担については３４％から３２％の２％減で予算計上した。
　　　　　　平成24年度の被保険者数については一般被保険者8,102人、退職被保険者は851人、総計8,953人で見込んだ。

　　　　　　 国保税では、一般現年分の徴収率を91.00％で見込んだ他、その他のものはすべて平成22年度実績で見込んだ。全体で10.6％の増加で、主な要因は税率改定によるもの。

　　　　　　 国庫支出金のうち８・10・11は国の負担率34％が32％に引き下げられたことによる影響を受けるもの。

療養給付費分については、一般給付費を前年の1.2％増で見込んでいるが、控除される歳入23の前期高齢者交付金が163,810千円の増加となるため、対前年比73,914千円、15％の減。

特別調整交付金は、東日本大震災の影響を考慮して例年の半額程度を見込んだ。

高額医療費共同事業負担金は、歳出29の拠出金に対し、1/4が交付されるもの。

特定健康審査等負担金は、国基準の1/3が交付される。実績に併せて計上。

出産育児一時金補助金は、平成24年度出産分より補助が廃止となるため、平成24年３月出産分のみ計上。

　　　　　　県の財政調整交付金は負担率７％が９％に引き上げられたことによる影響を受けるもの。

　　　　　共同事業交付金全体では、23年度決算見込額と同額の454,752千円を見込んだ。

　　　　　　一般会計繰入金は、国保財政の健全化を図るため、財政安定化支援事業分58,480千円、赤字解消分25,444千円を繰り入れた。

　　　　　　　基金繰入金・繰越金については、頭出しとして１千円をその他については、実績に併せ、計上した。

歳出について
　　　　　　　総務費では、保険証更新の郵送料を見直したことで、2,728千円の減。

　　　　　　　一般分保険給付費分で、療養給付費については、被保険者対前年比0.4％減、１人当たり費用額を23年度決算見込額の103％で、その他は実績などをもとに2,592,706千円を見込んだ。

　　　　　　　退職分保険給付費分で、療養給付費については、被保険者対前年比0.3％減、１人当たり費用額を23年度決算見込額の103％で、その他については実績などをもとに見込んだ。

              保険給付費全体では、2,912,773千円を見込んだ。

　　　　　　　  後期高齢者に係る医療費の支援、前期高齢者の医療費の負担調整など社会保険診療報酬支払基金への拠出金は599,159千円を見込んだ。

　　　　　　共同事業拠出金は高額な医療費による財政負担を平準化するため、国保連合会に拠出するもので528,870千円を見込んだ。

　　　　　　 特定健診等事業費は、特定健診の受診率を21.2％、特定保健指導の対象者を 58人として見込み、全体で12,266千円と見込んだ。

　　　　　　保健事業では人間ドックが好評であったことから、300人の定員を320人に拡大したが、人件費分の不執行により1,661千円減の12,299千円を計上した。

            被保険者の異動に伴う還付金などのその他の支出、償還金、予備費は昨年どおりに計上した。

　　　　　　以上、歳入歳出それぞれ4017,247千円を計上した。

（会長）　財政安定化支援事業分の一般会計繰入金などが計上された予算案である。何か質問はないか。なければ、２．平成24年度境港市国民健康保険費特別会計予算（案）について拍手で承認をお願いする。
（全員）　　　　　～拍　手～
（会長）　明日から始まる３月議会で事務局はうまく説明をして、この予算案を通してほしい。

　　　　　続いて、特定健診について説明をお願いする。

（事務局　子育て健康推進課）
23年度の特定健診については、例年どおり8月から1月までの6ヶ月間実施。
実施医療機関については、22年度までは市内医療機関のみであったが、平成23年度については、鳥取県保健事業団の検診車を呼んで、保健相談センターで集団健診を日曜日に２回実施した。

個人負担金については、課税世帯、非課税世帯とも平成22年度どおり。
受診状況については、22年度は法定報告。23年度は医療機関から請求があったものを積み上げたもの。22年度より若干のびており、20.2％となっている。

伸びた要因としては、人間ドックが好調であったことと、保健事業団の集団検診で40名ほどが受診されたことなど。平成23年度の対象者については、受診票を郵送した人数だが、法定報告では若干減るため、受診率は上がる見込み。
特定保健指導については、昨年同様4月から6月に平成22年11月から23年１月の特定健診の受診者を対象に、1月から3月に平成23年8月から10月までの受診者を対象に2回に分けて、市の直営で実施。
個人負担は無料。実施状況は、対象者は増えていますが、受診者も電話等の勧誘で少し増えている。

（会長）　今の説明に何かご質問はないか。

　国の目標の受診率は？

（事務局）65％。

（会長）　はるかに遠い数字。医師会として特定健診は勧めていただいているか。

（委員）　勧めてはいるが、健診に魅力がないと言われる。次年度、県医師会でも動きがある。項目的に尿酸とかクレアチニンの検査を入れ、もう少し充実した健診にということを言っている。

（事務局）平成24年度の予算案ではクレアチニン検査を予算化しているが、県医師会からクレアチニン検査と尿酸検査を医師会の方で実施されるということを伺っているので、その進み方によっては、検査料を医師会にお願いすることとして、執行しないことも考えられる。

（委員）　県医師会でもそこを負担してでも少しでも魅力ある健診にして、受診率をあげるために取り組むようにいっている。

（委員）　県内４市の受診率はどうか。

（事務局）境港市より他市が何十％もいいということはない。平成22年度では米子市が30％程度。倉吉市は境港市と同程度で18％程度。鳥取市は米子市より少し悪い程度。境港市は低い。
（事務局）特定健診の研修会の中で、特定健診の受診率の低いのは、会社勤めの人たちと違って、自営業の人たちは、毎年受診するという習慣がないためということだった。
ある市町村では、国保の人でも５年間を遡れば、６０％くらいの人は健診をうけていた。受診率が20％～30％となるのは、おそらく毎年ではなく、２年か３年に１回しか受けないからそういう数字になる。

（委員）　米子市より境港市の市民の健診に対する意識が低いということは、確かに言える。

　　　　　境港市はがん検診の受診率も低い。行政もそこのところは意識して、より一層啓発してほしい。

（事務局）　早期発見・早期治療というのを勘違いしている人が多い。

　　　　　　毎年受けていて、変化を早く感知することが早期発見なのに、発見から治療までが早いことが早期発見と勘違いしている。
（委員）　そのようなことから境港市の関心は低いのか。
（会長）　その他は何かないか。

　　　　　それでは、３．平成23年度特定健康審査・特定保健指導実施状況についてご了解をいただきたい。

（８）その他

（会長）　その他、事務局は何かあれば・・・。

（阿部）　運営協議委員の半数の方の任期が平成24年５月で終了する。

　　　　　できれば、引き続きお願いしたいので、また任期が近づけばご相談にうかがいたい。

（会長）　以上、なければ終了する。

閉会　午後２時45分
議事録署名委員
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